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【English】
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青
おうめし

梅市ホームページは英語・スペイン語・中国語・韓国語・ドイツ語でも閲
えつらん

覧できます。
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国
民
健
康
保
険
税
と

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
納
付

　
75
歳
以
上
に
な
る
と
、

国
民
健
康
保
険
を
脱
退

し
、
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
に
加
入
す
る
こ
と
と
な

り
ま
す
。

　
こ
れ
に
伴
い
、
世
帯
主

が
75
歳
に
な
っ
た
世
帯

で
、
世
帯
内
に
国
民
健
康

保
険
加
入
者
が
い
る
場

合
、
国
民
健
康
保
険
税
と

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

の
両
方
の
支
払
い
が
必
要

で
す
。
こ
れ
は
、
75
歳
に

な
っ
た
世
帯
主
の
国
民
健

康
保
険
税
と
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
料
お
よ
び
世
帯

内
の
国
民
健
康
保
険
加
入

者
の
保
険
税
の
支
払
い
が

必
要
な
た
め
で
す
。

　
国
民
健
康
保
険
税
と
後

期
高
齢
者
保
険
料
の
支
払

い
期
間
が
重
複
し
ま
す
が
、

二
重
徴
収
で
は
あ
り
ま
せ

ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

問�

い
合
わ
せ
　
保
険
年
金

課
後
期
高
齢
者
医
療
係

4 月 5 月 6 月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3月

世帯主…保険税および保険料 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●

配偶者…保険税 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎�国民健康保険税…２１か月
分を８回に分けて納付 ― ― ― １期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期 ―

●�後期高齢者医療保険料…３
か月分を１回で納付 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ８期 ―

例…世帯主および配偶者の２人世帯で、世帯主のみが１月で７５歳になる場合

国民健康保険税と後期高齢者医療保険料の支払い期間が重複（支払い金

額が増加する場合があります）しますが、二重徴収ではありません。

農
業
体
験
農
園
「
並
木
農
園
」
利
用
者
募
集
！

～

野

菜

づ

く

り

を

し

て

み

ま

せ

ん

か

～

　
農
業
体
験
農
園「
並
木
農
園
」

で
は
、利
用
者
を
募
集
し
ま
す
。

　
農
業
体
験
農
園
と
は
、
市
民

農
園
の
よ
う
な
区
画
貸
し
の
農

園
で
は
な
く
、
農
園
主
の
指
導

の
も
と
野
菜
づ
く
り（
無
農
薬
・

無
肥
料
の
自
然
栽
培
）
が
体
験

で
き
る
農
園
で
す
。

　
種
・
苗
・
農
具
等
を
農
園
主

が
用
意
し
、
分
か
り
や
す
く
指

導
を
行
う
た
め
、
未
経
験
者
も

安
心
し
て
利
用
で
き
、
季
節
ご

と
の
野
菜
の
栽
培
・
収
穫
を
体

験
で
き
ま
す
。

場�

所
　
河
辺
町
７
―
３
―
５

募�

集
区
画
　
13
区
画

※
１
区
画
約
30
㎡

利�

用
期
間
　
３
月
～
平
成
32

（
２
０
２
０
）
年
１
月
31
日

費�

用
　
１
区
画
３
万
７
千
800
円

（
税
込
み
）

注
意
事
項

▼�

車
で
の
来
園
は
不
可

▼�

応
募
者
多
数
の
場
合
は
、
抽

選
と
な
り
ま
す
。

申�

し
込
み
　
１
月
31
日
（
消

印
）
ま
で
に
ハ
ガ
キ
に
「
並

木
農
園
利
用
希
望
」、
住
所
、

氏ふ

り

が

な名
、
電
話
番
号
を
記
入

し
、
〒
198
―
８
７
０
１
青
梅

市
農
林
水
産
課
へ

※�

氏
名
は
略
さ
ず
正
確
に
記
入

し
て
く
だ
さ
い
。

問�

い
合
わ
せ
　
農
林
水
産
課
農

政
係
、
農
園
主
（
並
木
）
☎

24
・
０
６
０
１

松
く
い
虫
防
除
事
業
を
実
施
し
ま
す

～
東
京
都
の
松
枯
れ
予
防
重
点
地
域
と
し
て
～

　
市
で
は
、
森
林
環
境
の
保
全

と
松
く
い
虫
被
害
の
拡
大
防
止

を
図
る
た
め
、
公
益
的
機
能
の

高
い
保
全
す
べ
き
松
林
を
対
象

に
、
松
く
い
虫
防
除
事
業
を
実

施
し
て
い
ま
す
。

　
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

実�

施
場
所
　
花
木
園
、
梅
の
公

園
、
小
曾
木
山
林
、
常
福
寺

山
林
、
吉
野
山
園
地

内
容
・
時
期
　
薬
剤
樹
幹
注
入

（
予
防
）・
２
月
、
伐
倒
く
ん

蒸
（
駆
除
）・
３
月
予
定

そ
の
他
　
作
業
は
、
松
の
専
門

家
で
あ
る
松
保
護
士
、
農
薬

管
理
指
導
士
、
樹
木
医
が
監

理
・
監
督
し
て
行
い
ま
す
。

※
松
く
い
虫
被
害
（
マ
ツ
材
線

虫
病
）
は
、
マ
ツ
ノ
ザ
イ
セ

ン
チ
ュ
ウ
と
い
う
小
さ
な
線

虫
が
、
松
を
弱
ら
せ
、
枯
ら

せ
て
し
ま
い
ま
す
。
ま
た
、

こ
の
線
虫
を
健
康
な
松
に
運

び
、
病
気
を
ま
ん
延
さ
せ
る

媒
介
役
と
な
っ
て
い
る
の
が

マ
ツ
ノ
マ
ダ
ラ
カ
ミ
キ
リ
で

す
。
感
染
し
た
松
や
産
卵
さ

れ
た
松
は
、
枯
れ
て
し
ま
う

ほ
か
、
感
染
源
と
し
て
被
害

拡
大
の
要
因
と
な
り
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
　
農
林
水
産
課
林

務
水
産
係

シ

イ

タ

ケ

栽

培

講

習

会

日�

時
　
２
月
16
日
（
土
）　
午

前
10
時
～
午
後
１
時

※
雨
天
時
は
２
月
17
日
（
日
）

会�

場
　
花
木
園
（
小
曾
木
４
―

２
６
１
５
―
１
）

対
象
　
市
内
在
住
者

内�

容
　
原
木
の
穴
あ
け
か
ら
、

種
ゴ
マ
（
シ
イ
タ
ケ
菌
）
の

打
ち
込
み

※�

種
ゴ
マ
を
打
ち
込
ん
だ
ほ
だ

木
５
本
を
持
ち
帰
れ
ま
す
。

※�

ほ
だ
木
は
、
放
射
性
セ
シ
ウ

ム
の
検
査
を
行
っ
た
安
全
な

も
の
を
使
用
し
ま
す
。

指�

導
　
青
梅
き
の
こ
生
産
振
興
会

定
員
　
70
人
（
抽
選
）

※�

申
込
多
数
の
場
合
は
、
抽
選

に
よ
り
決
定
し
、
抽
選
結
果

を
通
知
し
ま
す
。

費
用
　
２
千
500
円

持�

ち
物
　
か
な
づ
ち
、
軍
手
、

暖
か
い
上
着

申�
し
込
み
　
１
月
25
日
（
消

印
）ま
で
に
ハ
ガ
キ
に
住
所
、

氏ふ
り
が
な名
、電
話
番
号
を
記
入
し
、

〒
198
―
８
７
０
１
青
梅
市
農

林
水
産
課
「
シ
イ
タ
ケ
栽
培

講
習
会
」
担
当
へ

※�

１
世
帯
に
つ
き
１
通

問�

い
合
わ
せ
　
農
林
水
産
課
農

政
係

　通院や入院した場合、各医療機関に支払う医療費の自己負担額を適用区分（年齢と所得により区

分が分かれます）に応じた限度額まで、また、市民税非課税世帯の方は入院時の食事負担額につい

ても減額された額での支払いで済む制度があります。この制度を受けるためには、医療機関へ認定

証の提示が必要となりますので、保険年金課（市役所１階）へ申請してください。

の交付申請
限 度 額 適 用 認 定 証
標 準 負 担 額 減 額 認 定 証

問い合わせ　保険年金課給付係

適用区分
１か月の医療費の自己負担限度額

入院時
食事負担額外来

（個人単位）
外来＋入院
（世帯単位）

現役並み
所得者
（注２）

同一世帯に住民税課税所得
が６９０万円以上の７０～
７４歳の国保被保険者がい
る人

２５２，６００円＋（医療費－８４２，０００円）×１％
※４回目以降１４０，１００円

４６０円

現役並み
所得者Ⅱ

同一世帯に住民税課税所得
が３８０万円以上の７０～
７４歳の国保被保険者がい
る人

１６７，４００円＋（医療費－５５８，０００円）×１％
※４回目以降９３，０００円

現役並み
所得者Ⅰ

同一世帯に住民税課税所得
が１４５万円以上の７０～
７４歳の国保被保険者がい
る人

８０，１００円＋（医療費－２６７，０００円）×１％
※４回目以降４４，４００円

一般
（注２）

「現役並み所得者」、「現役並
み所得者Ⅱ」、「現役並み所得
者Ⅰ」、「低所得者Ⅱ」、「低所
得者Ⅰ」に該当しない人

１８，０００円
年間１４４，０００

円

５７，６００円
※４回目以降４４，４００円

低所得者
Ⅱ

同一世帯の世帯主および国
保被保険者が住民税非課税
の人（「低所得者Ⅰ」以外の
人）

８，０００円 ２４，６００円 ２１０円
１６０円（注１）

低所得者
Ⅰ

同一世帯の世帯主および国
保被保険者が住民税非課税
で、その世帯の各所得が必要
経費・控除（年金の所得は控
除額を８０万円として計算）
を差し引いたときに０円に
なる人

８，０００円 １５，０００円 １００円

表２　７０～７４歳の方（平成３０年８月１日以降）

適用区分
（世帯内の国保加入者の年間所得合計） 1か月の医療費の自己負担限度額 入院時

食事負担額

９０１万円を超える世帯、所得の申告を
していない方がいる世帯

２５２,６００円＋（医療費－８４２,０００円）×１％
※４回目以降１４０，１００円

４６０円

６００万円超～９０１万円以下の世帯 １６７,４００円＋（医療費－５５８,０００円）×１％
※４回目以降９３，０００円

２１０万円超～６００万円以下の世帯 ８０,１００円＋（医療費－２６７,０００円）×１％
※４回目以降４４，４００円

２１０万円以下の住民税課税世帯 ５７,６００円
※４回目以降４４，４００円

市民税非課税世帯（擬制世帯主含む） ３５,４００円
※４回目以降２４，６００円

２１０円
１６０円（注１）

表１　７０歳未満の方

　なお、世帯に所得の申告をしていない方がいる場合は、区分判定ができません

ので所得の申告をしてください。

①７０歳未満の方

▼１か月の医療費の自己負担限度額・１食あたりの入院時食事負担額（表１）

▼ �７０歳未満の方が保険税を滞納している場合は「限度額適用認定証」を交付

できません。「限度額適用認定証」を利用できない場合、高額療養資金貸付制

度がありますのでご相談ください。

②７０～７４歳の方

▼１か月の医療費の自己負担限度額・１食あたりの入院時食事負担額（表２）

暮らし・住まい・環境 保険・年金・税金

市
職
員
を
騙か

た

っ
た

医
療
費
、
保
険
料
の
還
付
金
詐
欺
に
注
意
！

289

消
費
者
相
談
室
か
ら

　「
保
険
課
の
○
○
で
す
。

払
い
す
ぎ
た
保
険
料
を
お
返

し
し
ま
す
」、「
以
前
通
知
し

た
還
付
の
件
で
、
期
日
が
過

ぎ
て
も
手
続
き
が
さ
れ
て
い

ま
せ
ん
。
今
な
ら
ま
だ
間
に

合
い
ま
す
」

　
こ
ん
な
電
話
が
か
か
っ
て

き
て
い
ま
せ
ん
か
。

　
市
役
所
の
職
員
を
装
い
、

電
話
で
保
険
料
の
払
い
戻
し

や
医
療
費
の
還
付
な
ど
と
言

い
、
個
人
情
報
を
聞
き
出
し

た
り
、Ａ
Ｔ
Ｍ
を
操
作
さ
せ
、

お
金
を
振
り
込
ま
せ
る
詐
欺

が
多
発
し
て
い
ま
す
。

　
犯
人
は
、
あ
な
た
の
名
前

や
家
族
の
情
報
を
話
す
な
ど

し
て
、言
葉
巧
み
に
誘
導
し
、

最
後
に
は
信
用
さ
せ
ら
れ
て

し
ま
い
ま
す
。

　「
自
分
は
大
丈
夫
、
騙だ

ま

さ

れ
な
い
」
と
思
わ
な
い
で
く

だ
さ
い
。

　
ま
た
、「
な
ん
だ
か
変
だ

な
」
と
感
じ
た
時
は
、
一
人

で
考
え
ず
、
す
ぐ
に
家
族
や

友
人
、
警
察
、
消
費
者
相
談

室
に
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

消�

費
者
相
談
室
☎
22
・
６
０

０
０
（
相
談
専
用
）

相�

談
日
時
　
月
～
金
曜
日
　

午
前
10
時
～
正
午
、
午
後

１
時
～
４
時

※�

第
２
・
４
火
曜
日
は
午
後

６
時
ま
で

※
祝
日
を
除
く

問�

い
合
わ
せ
　
市
民
安
全
課

市
民
相
談
係

注�１　過去１年間の入院日数が９１日以上（非課税世帯の期間のみが対象）で、申請して長期認定を受けた方。
注�２　適用区分が「現役並み所得者」および「一般」の方は、高齢受給者証が認定証の代わりになりますので、「限度額適用認定証」を申請する必要はありません。


